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発表日：2025年 11月 20日（木） 

経済的弱点を攻める中国の外交政策  
 ～対中依存度を引き下げ、圧力に屈しない体制作りが必須～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

シニア・フェロー 嶌峰 義清（℡：050-5474-7489） 

要旨 

 

日本のインバウンド依存を狙う中国 

高市首相の台湾有事を巡る国会での発言に中国が反発している。中国外務省は内政干渉として抗議

し、日本の安全に重大なリスクがあるとした上で日本への渡航自粛を呼びかけた。これを受けて、中

国の主要航空会社や旅行会社は日本行きの航空券のキャンセルや変更手続きに無料で応じる姿勢を示

したほか、日本行きのフライトの運休、日本旅行の新規予約停止などを打ち出しており、中国や香港

から日本への渡航者数が大幅に減少する可能性が高まっている。 

直近 1年間（2024年 10月～2025年 9月）の外国

人訪日者数は 4,164万人で（図表 1）、そのうち中国

人訪日者数（香港含む）は 1,176 万人と、国籍別の第

一位で全体の 28.2％を占める。また、訪日外国人の

旅行消費額は同期間で 9兆 2039 億円と推計されてい

るが（観光庁「インバウンド消費動向調査」）、国籍

別ではやはり中国（同）が第一位で 2兆 6330億円と

全体の 28.6％を占めている（図表 2）。 

食料品を中心とした物価上昇が続く中、日本経済

は賃金上昇傾向が続いているにもかかわらず実質賃金

の減少傾向は続いており、消費に景気を押し上げる力

は欠けている。一方、米国の“トランプ関税”や中国

経済の低迷もあって、輸出にも景気の牽引を期待でき

ない状況だ。 

そうした中にあって、インバウンド消費は日本経済にとっては景気を支える重要な要素となってい

る。2024年のインバウンド消費は 8兆 1257億円に上るが、これは名目 GDPの 1.3％にあたる。インバ

ウンド消費は円安の効果などもあって 2024年に前年比＋53.1％急増しており、同年の名目 GDP成長率

● 台湾を巡る高市首相の発言をきっかけに、中国政府が日本に対して経済制裁を科し始めている。 

● 過去においても、中国政府は独自の基準に照らして他国に対して“ダメージが大きい”経済制裁を科して

おり、今後さらにエスカレートするリスクもある。 

● 人権問題などで日本などの民主主義国とは異なる価値観を持つ中国とは、今後も同様のことが起こるリ

スクはある。日本は、官民一体となって中国依存度を引き下げ、中国政府の価値観に振り回されない安

定的な経済体制を作るべきだ。 

出所：日本政府観光局

(図表1）外国人訪日者数の推移（月次・万人）
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（前年比＋3.7％）を＋0.5％押し上げる効果があった

（2023年のインバウンド消費は 5兆 3065億円）。 

2025年の外国人訪日者数は伸びが鈍っているもの

の、引き続き景気を支える重要な要素であることには

かわりが無い。直近 1年間の中国人観光客の消費額

は、同期間の日本の名目 GDP の 0.4％に当たる。今回の

中国政府の措置によって中国人訪日者数が激減すれ

ば、関連産業（宿泊業、飲食業、小売業など）を中心

に、景気への影響も無視しうるものではないといえ

る。 

 

中国が世界に打ち出す“制裁”とその傾向 

今回のような台湾を含めた領土に関連する発言や、

中国政府に対する批判に対し、中国政府はこれまでも

度々経済関連の対抗措置を一方的に打ち出してきた（図表 3）。 

他国に対する中国政府の経済制裁をみると、①領土問題や安全保障上の問題、②民主化や人権問

題、③台湾関連といった問題が、中国政府にとっては看過できない“地雷”であり、他国からの干渉

を受けたくない“弱み”とも言える。中でも、上記①についてはどの国においても重視されることか

ら、②の民主化・人権問題や③の台湾問題が、中国が独自に抱える触れられたくない問題であること

出所：観光庁「インバウンド消費動向調査」

(図表2）訪日外国人旅行消費額の国別占率
（2024年10月～2025年9月）
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相手国 きっかけ 中国側の対応

日本
尖閣諸島沖での中国漁船侵
入に伴う船長逮捕（2010
年）

レアアースの輸出全面停止、日本企業への検疫・認可手続き厳
格化、不買運動、反日デモ

ノルウェー
中国人権活動家へのノーベ
ル平和賞授与（2010年）

サーモンを中心に水産物の輸入停止・検疫厳格化、自由貿易協
定（FTA）交渉無期限停止、ノルウェーへの渡航抑制・ビザ発
給手続き遅延

フィリピン
南シナ海領有権問題（2012
年）

農産物（バナナ、パイナップル等）輸入制限、港での荷揚げ遅
延

韓国
ミサイル防衛（THAAD）配
備（2016年）

団体旅行解禁凍結、K-POPイベント開催中止、韓国ドラマ等映
像配信停止、(用地を提供した）ロッテマートへの営業停止、
化粧品の認証遅延・通関拒否、自動車の不買運動

モンゴル
ダライ・ラマ訪問（2016
年）

鉱石輸送車両に対する国境での通関税引き上げ、対モンゴル資
金供与等経済支援凍結、国境での車両検査強化による輸出入遅
延

カナダ
米国の要請によりファー
ウェイ幹部逮捕（2018年）

菜種の輸入許可停止・検疫厳格化、豚肉・牛肉・その他農産物
への輸入制限、カナダ渡航自粛

豪州
新型コロナウィルスの独立
調査要求（2020年）

石炭、大麦、ワイン、牛肉、ロブスター、木材等の輸入停止、
関税引き上げ

リトアニア 台湾代表処設置（2021年）
全輸出入停止（リトアニア製部品を使用した他のEU製品にも波
及）、銀行送金・信用状発給拒否による金融取引停止

米国 トランプ関税（2025年）
関税引き上げ、米国産大豆購入停止、レアアース輸出規制強
化、信頼できないエンティティリストへの米企業指定

出所：各種報道等

（図表3）中国が他国に発動した主な経済制裁
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は明白だ。 

一方、中国側の対抗措置は多岐にわたるが、対象国にとって最も経済的なダメージが大きい分野に

絞られている。たとえば、2010 年の日本のケースでは、中国がレアアースの対日輸出を停止したこと

により、ハイブリッド車などの生産調整や一部停止、液晶ディスプレイやスマートフォンなどに必要

な部品の在庫不足などが起きた。 

同年のノルウェーのケースでは、中国国内におい

て 90％以上のシェアを誇ったノルウェー産のサーモ

ンの輸入停止により、中国はサーモン輸入をデンマー

ク産や英国産に切り替え、ノルウェー産サーモンの輸

入比率は 1％程度にまで低下した。その後、ノルウェ

ー政府が事実上中国に譲歩することで両国の関係は修

復したものの、ノルウェー産サーモンの中国でのシェ

アは制裁以前の水準には戻っていない（図表 4）。 

こうした対象国の主要輸出品や産業にダメージを

与える品目に絞った貿易制限措置のほか、渡航制限を

含めた文化的交流の抑制、スパイ容疑などによる当該

国人の逮捕・拘留などで揺さぶりをかけるケースも多

い。また、制裁発動の理由として、輸入の制限であれ

ば「衛生・安全面などに懸念があるため検疫強化」、

渡航制限であれば「中国人の安全が脅かされているため渡航自粛を」という風に、相手国に問題があ

り、中国を守るためという理由を付加することも特徴の一つで、これらは中国が経済制裁を科す際の

定型文（テンプレ）ともいえる。 

今回の日本のケースでは、まず 11月 15日に日本への渡航自粛要請（実質上の制限）をかけた上

で、19日に日本産水産物輸入の実質的停止策を打ち出した。日本産水産物に関しては、福島第一原子

力発電所の処理水放出を理由に停止していた輸入を、今年 6月に再開（福島など 10都県を除く）した

ばかりであり、輸出拡大の期待が高まったタイミングであるだけに、期待を高めた関連産業へのダメ

ージは大きい。 

しかし、過去のパターンから判断すれば、今後はレアアース及び関連製品（ネオジム磁石など）の

輸出制限、アニメや映画などのソフトコンテンツの配信制限、日系企業の中国国内での活動制限など

の追加措置を打ち出してくるリスクがあり、その影響は日本の基幹産業に及ぶ可能性がある。 

 

対中依存の引き下げを 

台湾を巡る高市首相の発言は、これまでの日本の立場を踏襲したものとしており、首相が替わった

ことにより中国や台湾に対する日本の姿勢、立場を変えるものではないと政府は説明している。しか

し、過去における日本以外の国への中国の対応から判断しても、台湾に対する中国の武力行使を前提

（台湾有事）とした議論についてすら、中国政府は「台湾を中国と切り離したことを前提としてい

る」として看過できないということだろう。 

中国の人権活動家へのノーベル平和賞授与に対するノルウェーへの経済制裁や、ダライラマ訪問に

出所：国連「UN Comtrade Database」

（図表4）ノルウェー産サーモンの
中国国内シェアの推移（％）
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対するモンゴルへの制裁などからも窺われるように、中国においては言論の自由を含めた、国連が定

める世界人権宣言に対する解釈が独善的だ（一般的には遵守していないと捉えられてもおかしくはな

いが、中国政府はこれを「欧米の価値観に基づくもの」として、人権の具体的な内容や優先順位にお

いては生存権や発展権を優先している）。これは、経済制裁を他国に科す際にしばしば使う「安全面

に対する懸念」が突然生じることにもよく現れており、独自の基準に照らして中国政府が“敵対的”

と判断すれば、ルールを変えてでも制裁を加えて相手国の中国に対する対応を変えようとする傾向が

強い。 

このような中国政府の姿勢は、日本のような民主主義国とは相容れない部分が多い。このため、今

後も日本の立場や考え方が中国政府の“逆鱗”に触れるケースは出てくる可能性がある。その度に、

貿易面で様々な障害が生じることは、個別の企業にとっても日本経済全体にとっても、安定的な発展

のためには望ましくない。 

対中貿易依存度の高い品目をみると（図表 5）、輸出面では半導体関連など先端技術品で高い傾向

にある。一方、輸入面では PCや食料品、衣類といった消費関連の製品の他、レアアースやレアメタ

ル、電子部品などの原材料や中間財が、70～90％もの高い依存度を示している。現状では、レアアー

スやレアメタルの一部は中国の世界シェアが極端に高い独占状態にあるものの、欧米などを中心にこ

の状態から脱する動きを強めている。その他のものについても、できるだけ中国への依存度を減らし

ていくことで、政治的な緊張に振り回されるリスクは減らすことができるうえ、日本の国家としての

自由を確立することにも繋がるため、経済安全保障の視点を含め官民一体となった取り組みが必要だ

ろう。 

品目 占率 品目 占率

1 半導体製造装置 38.6 ノートパソコン・PC関連 98.8

2
合成樹脂（特にポリカーボ
ネート等）

34.7 落花生・豆類 82.4

3
半導体等集積回路（IC、メモ
リー、チップ等）

33.4 リチウムイオン電池・部材 81.2

4
精密機器部品（検査・測定機
器用部品等）

32.0 野菜（ニンニク等） 78.5

5
ダイオード・トランジスタ等
半導体素子

31.2 衣類・繊維製品 73.4

6
コンピュータ・部分品（PC本
体、ノートPC等）

29.1 レアアース・レアメタル 70.3

7 圧縮機（主にエアコン用） 27.5 電子部品・PC周辺機器 68.5

8 変圧器・電源装置 25.8 小型家電（掃除機等） 65.7

9 銅地金・精錬銅 23.6
自動車用電線・ワイヤーハー
ネス

59.1

10 自動車部品 17.4 加工食品（缶詰・調理品等） 52.4

※占率は品目に括弧がある場合は括弧内品目に限る。単位％。
出所：日本税関

輸出 輸入

（図表5）対中輸出入依存度の高い品目（2024年）

順位


